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「お金のヒミツや仕組み」をより分かりやすく 

＜0から学ぶ 

海外資産を日本に戻す際の注意点とは＞ 
 

コロナウィルスの感染拡大によってグローバル社会が収縮に向かうなか、これまで海外での貯蓄

や運用を行っていた資産を日本へと戻す必要性に迫られる方が増えています。 

日本国内での資金移動とは異なり、国際間の資産の移動にはさまざまな制約があることから、い

ざ自身の資産を動かそうとしても思うようにいかないケースも珍しくありません。さらに、税制的なメ

リットを享受するために海外での運用を行っていた方については、国際送金によって過去の収益に

対する多額の税金が課されてしまうこともあります。 

 

海外資産を日本に戻す際に注意するべき点について解説します。 

 

１． 資金移動によるコストを計算する 

日本国内であっても銀行間の送金や ATMからの引き出しなど、ご自身のお金を動かすことによ

って銀行に支払う手数料が数多くあります。これが国際送金となると、さらに多額の手数料が発生し

ますので注意が必要です。 

海外から日本の銀行へと送金を行う場合には、まず海外銀行の国際送金の手配のための送金

手数料が発生します。日本の銀行では 1件あたり 3000円程度が徴収されますが、海外の銀行の中

には高額な送金手数料を請求する銀行もあります。また、海外の A国から日本へと送金する際に、

経由国として B国の銀行を介して送金が行われる場合には、仲介銀行手数料が発生します。B国

の銀行のような仲介の役割をする銀行は一般的にコルレス銀行と呼ばれており、仲介手数料のこと

をコルレス手数料と呼ぶこともあります。さらに、国際送金では A国と日本の通貨が異なるため、両

替にかかる手数料が発生したり、そもそも両替手数料が良くないケースもあります。 

なお、A国で日本円口座を持っているケースや、日本で外貨口座があるケースでは両替にかかる

手数料はありませんが、その代わりにリフティングチャージという同一通貨の送金にかかる手数料

が発生します。 

 

２． 税務当局の監視状況を把握する 

日本の国税庁や税務署では、海外に資産を持つことについて決して良い感情を持っていないよう

です。日本の金融機関とは異なり十分に個人の資産状況を監視することができず、税金逃れのた

めの所得隠しが行なわれている可能性について懸念しています。海外から日本への資産の移動は、

税務当局にとっては非常に重要な海外資産の監視場所です。これまで海外にあるために把握でき

ていなかった資産が、日本国内へと持ち込まれるタイミングを監視することで、様々な疑わしい経済

活動を取り締まろうとしています。 
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このため、特に一度に 100万円を超える送金については、必ず日本の税務当局が知るところとな

ります。また、税務当局からの監視を逃れようと資産を小分けにして移動させようとする試みについ

ても、やはり日本国内では一般的に海外よりも監視体制が強力ですので、あまり意味がありませ

ん。 

海外資産を日本へと移動させる場合には、その資産がどのような源泉によって発生したもので、

現地の税制においてどのような納税を行っていたのかを正確に把握した上で移動させるようにする

ことを心掛けてください。 

 

３． コスト削減や監視逃れのやりすぎに注意 

海外資産の送金のためのコストを削減したり、税務当局からの監視を逃れることを目的として、現

金をハンドキャリーで運ぶような試みをされる方もいます。しかし、海外からの現金の持ち込みにつ

いても届け出が必要です。また、それぞれの国で事情が異なりますが、現金の国外への持ち出しを

厳しく取り締まっている国もあります。申告や届け出、納税など国ごとに異なる要件が設定されてい

ますので、現金で資産を持ち出す際には必ず現地の法律についても確認するようにしてください。 

海外からの資産の移動では、コスト面では惜しい思いをするものの、やはり銀行送金をメインとし

ていただき、税務当局からの問い合わせにも即座に対応できるようにしておくことが大切です。 

国際間の資金移動を手伝う業者も数多く存在しますが、国際テロ組織との関与などの思わぬ疑

いを持たれる最悪のケースも想定されますので、ご注意ください。 
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参考 

経済金融情報メディア「F-Style」：https://fstandard.co.jp/column/ 

“F-Style”とは？ 

人々のくらしと密接に関わる「お金のヒミツや仕組み」を、より分かりやすくお伝えする経済金融メディ

アです。 

https://fstandard.co.jp/column/

